
01

01

02

005

006

007

008

※総合評価は、「施策の内容」の総合評価をポイント化したものをベースに自動的に判定しています。

※計画期間である平成30年度（2018年度）から令和9年度（2027年度）の本施策の内容に関する推移を示します。

令和6年度 令和7年度 令和8年度 令和9年度

A B A A A

令和元年度 令和2年度 令和3年度 令和4年度 令和5年度

総合評価 A A

※「施策の内容」の総合評価…A=80点以上、B=60点以上80点未満、C=40点以上60点未満、D=20点以上40点未満、E=20点未満
※今後の方向性…①=効果的な事業構成であるため、方向性を維持、②=概ね効果的な事業構成であるが、一部見直し等の余地がある、③=あまり効果的な事業構
　 成ではないため、見直しの余地が大きい、④=事業構成に問題があるため、抜本的な見直し等が必要

３　「施策」の総合評価

「施策の内容」の
総合評価を
根拠とした

「施策」の総合評価

区分 選択区分 総評（施策の進捗状況や効果等を端的に記載）

A　80点以上
B　60点以上80点未満
C　40点以上60点未満
D　20点以上40点未満
E　20点未満

A

　民間保育所・認定こども園の施設整備に対する補助及び運営経費の負担、子育て支
援センター事業に対する補助、民間保育所・認定こども園での使用済み紙おむつ回収
処分に係る経費補助などを計画どおり実施するとともに、民間保育所・認定こども園で
就労を開始した保育士等に対する支援を開始しました。また、令和６年９月からは、子
ども医療費、妊産婦医療費の受給資格に係る所得制限を撤廃し、窓口無料の拡充を
実施するなど、子育て支援の充実に向けた取組が進みました。

計画期間における達成状況
年度 平成30年度

保育所、認定こども園等、就学前施設の質と量の両面から拡充を
図り、子育て支援サービスの充実に取り組むとともに、これら施策
に関わる職員の資質向上と、家庭・地域との積極的な連携を図りま
す。

A ①
保育こども
園課/こども
家庭セン

ター

安心して子育てができるよう関係機関とのネットワークを充実し、妊
娠期から子育て期にわたるまで切れ目なく総合的に支援します。

A ①

こども政策課
/こども家庭
センター/保
険医療助成

課/健康づくり
課

質の高い幼児教育と保育の融合・充実を図り、子どもたちや保護者
にとって望ましい環境を提供することができる認定こども園の設置
などを通して、待機児童ゼロを維持します。 - - こども政策

課

私立保育所等の施設整備や認定こども園への移行に対する支援
を行うことで、子育て世帯の多様なニーズに対する選択肢を拡充し
ます。 A ① 保育こども

園課

２　「施策の内容」の総合評価と今後の方向性
番
号

施策の内容
「施策の内容」の総合評価 今後の方向性

担当課
選択区分 選択区分

担当部局 健康福祉部、教育委員会

施策の内容（番号） 005 ～ 008

施策の評価シート(令和６年度分)

１　計画における位置付け

政
策
体
系

総
合
計

画

目標 子どもたちの未来が輝くまちづくり

基本政策 安心して子どもを生み育てられる環境の充実 管理コード 010102

施策 子育て支援の充実 本冊ページ 44

関連個別計画 第２期津市子ども・子育て支援事業計画
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01

01

02

005

効 ◆
実施
評価

誰 ◇
事業
評価

何 (千円)

効 ◆

誰 ◇

何 (千円)

効 ◆

誰 ◇

何 (千円)

効 ◆

誰 ◇

何 (千円)

効 ◆

誰 ◇

何 (千円)

施策 子育て支援の充実 本冊ページ 44

関連個別計画 第２期津市子ども・子育て支援事業計画（令和２年度～令和６年度）

施策の内容評価シート(令和６年度分)
１　計画における位置付け

政
策
体
系

総
合
計
画

目標 子どもたちの未来が輝くまちづくり

基本政策 安心して子どもを生み育てられる環境の充実 管理コード 010102005

担当部局 健康福祉部、教育委員会

施策の内容
（第２次基本計画）

※目指す方向性・各
事業の実施により期

待される効果

質の高い幼児教育と保育の融合・充実を図り、子どもたちや保護者にとって望まし
い環境を提供することができる認定こども園の設置などを通して、待機児童ゼロを
維持します。

２　「施策の内容」に係る主な事業の評価（事務事業評価）

番
号

事業名
事業の内容

事業の目的 事業の評価

005-2

005-1

　公立の認定こども園設置
については、令和４年４月１
日の河芸こども園以降、具
体的な設置計画はない。
　令和６年度は待機児童ゼ
ロとなった。今後も各施設
の利用状況等を注視してい
く。

事業の
振り返りとこれから

（実施評価、事業評価、
今後の方向性を選んだ理由）

事業の実施により
直接的に表れる効果

当初の
事業実施計画

誰のための事業か 事業評価の主な視点

担当課 何のための事業か 決算額
今後の
方向性

005-4

005-3
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施策の内容評価シート(令和６年度分)

効 ◆

誰 ◇

何 (千円)

効 ◆

誰 ◇

何 (千円)

効 ◆

誰 ◇

何 (千円)

効 ◆

誰 ◇

何 (千円)

※実施評価（計画どおり実施したか）…◎=計画を達成（100％以上） ○=概ね計画どおり（80％以上～100％未満） △=計画を下回った（50％以上～80％未満） ×=計画を大きく下回った（50％未満）

※事業評価（効果があったか）…◎=大いに効果が認められる ○=ある程度の効果が認められる △=あまり効果がなかった/事業完了前につき効果の発現に至っていない ×=効果を測定できない

※今後の方向性…（さらなる）拡充・充実、現状維持、見直し、廃止、完了

※総合評価は、主な事業の実施状況（実施評価）、事業対象者への効果（事業評価）の評価をポイント化したものをベースに自動的に判定しています。

※今後の方向性は、施策の内容の総合評価および主な事業の今後の方向性をベースに自動的に判定しています。

※計画期間である平成30年度（2018年度）から令和9年度（2027年度）の本施策の内容に関する推移を示します。

005-6

005-5

005-8

005-7

３　「施策の内容」の総合評価 ４　今後の方向性

実施評価・
事業評価を
根拠とした
「施策の内

容」
の総合評価

区分 選択区分

今後の施策の
内容の方向性

区分 選択区分

A　80点以上
B　60点以上80点未満
C　40点以上60点未満
D　20点以上40点未満
E　20点未満

-

①　効果的な事業構成であるた
め、方向性を維持
②　概ね効果的な事業構成である
が、一部見直し等の余地がある
③　あまり効果的な事業構成では
ないため、見直しの余地が大きい
④　事業構成に問題があるため、
抜本的な見直し等が必要

-

計画期間における達成状況
年度 平成30年度 令和元年度 令和2年度 令和3年度 令和4年度 令和5年度 令和6年度 令和7年度 令和8年度 令和9年度

今後の
方向性 ① ① ① ① - - -

- -総合評価 A A A B -
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01

01

02

006

効 ◆
実施
評価

誰 ◇
事業
評価

何 (千円)

効 ◆ ◎

誰 ◇ ◎

何 (千円)

効 ◆ ○

誰 ◇ ◎

何 (千円)

効 ◆

誰 ◇

何 (千円)

効 ◆

誰 ◇

何 (千円)

施策 子育て支援の充実 本冊ページ 44

関連個別計画 第２期津市子ども・子育て支援事業計画（令和２年度～令和６年度）

施策の内容評価シート(令和６年度分)
１　計画における位置付け

政
策
体
系

総
合
計
画

目標 子どもたちの未来が輝くまちづくり

基本政策 安心して子どもを生み育てられる環境の充実 管理コード 010102006

担当部局 健康福祉部、教育委員会

施策の内容
（第２次基本計画）

※目指す方向性・各
事業の実施により期

待される効果

私立保育所等の施設整備や認定こども園への移行に対する支援を行うことで、子
育て世帯の多様なニーズに対する選択肢を拡充します。

２　「施策の内容」に係る主な事業の評価（事務事業評価）

番
号

事業名
事業の内容

事業の目的 事業の評価

006-2

民間保育
所施設整
備事業 民間保育所施設

整備に対する補
助

民間保育所の施設整備により、
保育環境が改善される

民間事業者による施
設整備補助申請の審
査

006-1

民間認定
こども園施
設整備事

業
民間認定こども
園施設整備に対
する補助

民間認定こども園の施設整備に
より、教育・保育環境が改善され
る

民間事業者による施
設整備への適切な支
援の実施

　令和５年度から継続した
事業は完了したため◎とし
た。
　今後も民間施設に対する
支援が必要であるため現
状維持とした。
利用定員
　2,504人　→　2,586人

就学前児童のいる世帯
民間認定こども園の
利用定員数

保育こども
園課

事業の
振り返りとこれから

（実施評価、事業評価、
今後の方向性を選んだ理由）

事業の実施により
直接的に表れる効果

当初の
事業実施計画

誰のための事業か 事業評価の主な視点

担当課 何のための事業か 決算額
今後の
方向性

　令和６年度は補助対象と
なる民間保育所施設整備
が実施されなかったが、令
和７年度に実施される民間
保育所の整備について、補
助等に係る手続きを着実に
進めることができた。
　今後も民間施設に対する
支援が必要であるため現
状維持とした。

就学前児童のいる世帯
民間保育所の整備補
助の決定

保育こども
園課

保育提供量が拡充され、保育の
提供を受けることができる

0 現状維持

教育・保育の提供により、ニーズ
に応じた選択ができる

321,496 現状維持

006-4

006-3
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施策の内容評価シート(令和６年度分)

効 ◆

誰 ◇

何 (千円)

効 ◆

誰 ◇

何 (千円)

効 ◆

誰 ◇

何 (千円)

効 ◆

誰 ◇

何 (千円)

※実施評価（計画どおり実施したか）…◎=計画を達成（100％以上） ○=概ね計画どおり（80％以上～100％未満） △=計画を下回った（50％以上～80％未満） ×=計画を大きく下回った（50％未満）

※事業評価（効果があったか）…◎=大いに効果が認められる ○=ある程度の効果が認められる △=あまり効果がなかった/事業完了前につき効果の発現に至っていない ×=効果を測定できない

※今後の方向性…（さらなる）拡充・充実、現状維持、見直し、廃止、完了

※総合評価は、主な事業の実施状況（実施評価）、事業対象者への効果（事業評価）の評価をポイント化したものをベースに自動的に判定しています。

※今後の方向性は、施策の内容の総合評価および主な事業の今後の方向性をベースに自動的に判定しています。

※計画期間である平成30年度（2018年度）から令和9年度（2027年度）の本施策の内容に関する推移を示します。

006-6

006-5

006-7

006-8

３　「施策の内容」の総合評価 ４　今後の方向性

実施評価・
事業評価を
根拠とした
「施策の内

容」
の総合評価

区分 選択区分

今後の施策の
内容の方向性

区分 選択区分

A　80点以上
B　60点以上80点未満
C　40点以上60点未満
D　20点以上40点未満
E　20点未満

A

①　効果的な事業構成であるた
め、方向性を維持
②　概ね効果的な事業構成である
が、一部見直し等の余地がある
③　あまり効果的な事業構成では
ないため、見直しの余地が大きい
④　事業構成に問題があるため、
抜本的な見直し等が必要

①

計画期間における達成状況
年度 平成30年度 令和元年度 令和2年度 令和3年度 令和4年度 令和5年度 令和6年度 令和7年度 令和8年度 令和9年度

今後の
方向性 ① - ① ① ① ① ①

A A総合評価 A - A B B
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01

01

02

007

効 ◆
実施
評価

誰 ◇
事業
評価

何 (千円)

効 ◆ ◎

誰 ◇ ○

何 (千円)

効 ◆ ◎

誰 ◇ ◎

何 (千円)

効 ◆ ◎

誰 ◇ ○

何 (千円)

施策 子育て支援の充実 本冊ページ 44

関連個別計画 第２期津市子ども・子育て支援事業計画（令和２年度～令和６年度）

施策の内容評価シート(令和６年度分)
１　計画における位置付け

政
策
体
系

総
合
計
画

目標 子どもたちの未来が輝くまちづくり

基本政策 安心して子どもを生み育てられる環境の充実 管理コード 010102007

担当部局 健康福祉部、教育委員会

施策の内容
（第２次基本計画）

※目指す方向性・各
事業の実施により期

待される効果

保育所、認定こども園等、就学前施設の質と量の両面から拡充を図り、子育て支
援サービスの充実に取り組むとともに、これら施策に関わる職員の資質向上と、家
庭・地域との積極的な連携を図ります。

２　「施策の内容」に係る主な事業の評価（事務事業評価）

番
号

事業名
事業の内容

事業の目的 事業の評価

007-2

地域子育
て支援拠
点事業補

助金 民間保育所での
子育て支援セン
ター事業の実施
に対する補助

子育て親子との交流、子育て等
に関する相談や情報提供を受け
ることができる

民間事業者への適切
な支援の実施

007-1

地域子育
て支援拠
点事業補

助金 民間単独施設で
の子育て支援セ
ンター事業の実
施に対する補助

子育て親子との交流、子育て等
に関する相談や情報提供を受け
ることができる

民間事業者への適切
な支援の実施

　子育て支援者研修会・交
流会及び子育て支援コー
ディネーターの巡回訪問を
通じて、支援や連携強化を
図ることができた。少子化
等の影響もあり、利用者数
は、令和５年度の6,069人
から令和６年度の5,103人と
減少した。
　今後も親子が気軽に相
談・交流できる居場所とし
ての機能を更に充実させる
よう運営の支援を行ってい
く。

乳幼児及びその保護者 利用者数（こども数）

こども家庭
センター

事業の
振り返りとこれから

（実施評価、事業評価、
今後の方向性を選んだ理由）

事業の実施により
直接的に表れる効果

当初の
事業実施計画

誰のための事業か 事業評価の主な視点

担当課 何のための事業か 決算額
今後の
方向性

　子育て支援者研修会・交
流会及び子育て支援コー
ディネーターの巡回訪問を
通じて、支援や連携強化を
図ることができた。１施設が
増えたことにより、利用者
数は、令和５年度の3,143
人から令和６年度の4,042
人と増加した。
　今後も親子が気軽に相
談・交流できる居場所とし
ての機能を更に充実させる
よう運営の支援を行ってい
く。

乳幼児及びその保護者 利用者数（こども数）

こども家庭
センター

交流の場や相談を通じて、親の
孤独感や不安感の緩和につなが
る

29,045 現状維持

交流の場や相談を通じて、親の
孤独感や不安感の緩和につなが
る

16,215 現状維持

007-3

地域子育
て支援拠
点事業補

助金
民間認定こども
園での子育て支
援センター事業
の実施に対する
補助

子育て親子との交流、子育て等
に関する相談や情報提供を受け
ることができる

民間事業者への適切
な支援の実施

乳幼児及びその保護者 利用者数（こども数）

こども家庭
センター

交流の場や相談を通じて、親の
孤独感や不安感の緩和につなが
る

14,235 現状維持

　子育て支援者研修会・交
流会及び子育て支援コー
ディネーターの巡回訪問を
通じて、支援や連携強化を
図ることができた。少子化
等の影響もあり、利用者数
は、令和５年度の3,398人
から令和６年度の3,096人と
減少した。
　今後も親子が気軽に相
談・交流できる居場所とし
ての機能を更に充実させる
よう運営の支援を行ってい
く。
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施策の内容評価シート(令和６年度分)

効 ◆ ○

誰 ◇ ○

何 (千円)

効 ◆ ◎

誰 ◇ ◎

何 (千円)

効 ◆ ◎

誰 ◇ ◎

何 (千円)

効 ◆ ◎

誰 ◇ ◎

何 (千円)

効 ◆ ◎

誰 ◇ ◎

何 (千円)

効 ◆ ○

誰 ◇ ○

何 (千円)

007-4

公立保育
所管理運
営事業

公立保育所の管
理・運営

安心して保育の提供を受けること
ができる

公立保育所の全施設
の適正管理

　公立保育所19園の施設
管理について、光熱水費の
管理、備品購入及び施設
修繕等施設の管理、運営を
実施した。執行率は
96.78％であり概ね達成した
が、エアコン、照明などの
設備、屋根、床、門扉など
の施設について修繕が追
いついていないので、人
手、予算の拡充が必要。

公立保育所を利用する児童
公立保育所管理運営
事業の予算の執行率
（100％）

保育こども
園課

安心して保育の提供を受けられ
るよう保育環境の向上を図る

1,016,550 拡充・充実

007-9

公立認定
こども園管
理運営事

業 公立認定こども
園の管理・運営

安心して教育・保育の提供を受
けることができる

公立認定こども園の
全施設の適正管理

007-5

民間保育
所等運営

事業
民間保育所等運
営経費の負担

安心して保育の提供を受けること
ができる

市内22施設、市外10
施設への補助

民間保育所等を利用する児童

事業運営に応じた負
担金・補助金等の申
請額に対する交付額
(100％）

保育こども
園課

事業者の安定した園運営への支
援により、保育環境の向上を図
る

007-6

007-7

市内21施設への補助

　公立認定こども園６園の
施設管理について、光熱水
費の管理、備品購入及び
施設修繕等施設の管理、
運営を実施した。執行率は
96.84％で概ね達成したが、
エアコン、照明などの設備
など修繕が追いついていな
いので、人手、予算の拡充
が必要。

公立認定こども園を利用する児
童

公立認定こども園管
理運営事業の予算の
執行率（100％）

保育こども
園課

安心して教育・保育を受けられる
よう教育・保育環境の向上を図る

591,598 拡充・充実

2,860,399 現状維持

　民間保育所等に対し、委
託費を支払うとともに、事業
運営に応じた補助金等を交
付し、利用児童に対し適正
な保育環境を提供しながら
継続的な保育を行うことが
できた。
　今後も継続して支援を行
う。
　申請額＝交付額
（100％）

保育体制
強化事業 民間保育所等で

の保育支援者の
配置に対する補
助

安心して保育の提供を受けること
ができる

市内10施設への補助
　民間保育所等に対し、事
業運営に応じた補助金等を
交付し、利用児童に対し適
正な保育環境を提供しなが
ら継続的な保育を行うこと
ができた。
　今後も継続して支援を行
う。
　申請額＝交付額
（100％）

民間保育所等を利用する児童
事業運営に応じた補
助金等の申請額に対
する交付額(100％）

保育こども
園課

事業者の安定した園運営への支
援により、保育環境の向上を図
る

9,032 現状維持

使用済み
紙おむつ
回収処分
支援事業

民間保育所等で
の使用済み紙お
むつ回収処分に
係る経費を補助

安心して保育の提供を受けること
ができる

　民間保育所等に対し、事
業運営に応じた補助金等を
交付し、利用児童に対し適
正な保育環境を提供しなが
ら継続的な保育を行うこと
ができた。
　今後も継続して支援を行
う。
　申請額＝交付額
（100％）

民間保育所等を利用する児童
事業運営に応じた補
助金等の申請額に対
する交付額(100％）

保育こども
園課

事業者の安定した園運営への支
援により、保育環境の向上を図
る

2,524 現状維持

007-8

保育士・幼
稚園教諭
等就労開
始応援事

業

民間保育所等で
就労を開始した
保育士等に対す
る支援

安心して保育の提供を受けること
ができる

市内15施設、25人へ
の補助

　民間保育所等で就労を開
始した保育士等に対し支援
金を交付し、利用児童に対
し適正な保育環境を提供し
ながら継続的な保育を行う
ことができた。
　今後も継続して支援を行
う。
　申請額＝交付額
（100％）

民間保育所等を利用する児童
支援金の申請額に対
する交付額(100％）

保育こども
園課

事業者の安定した園運営への支
援により、保育環境の向上を図
る

2,500 現状維持
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施策の内容評価シート(令和６年度分)

効 ◆ ◎

誰 ◇ ◎

何 (千円)

効 ◆ ◎

誰 ◇ ◎

何 (千円)

効 ◆ ◎

誰 ◇ ◎

何 (千円)

効 ◆ ◎

誰 ◇ ◎

何 (千円)

効 ◆ ◎

誰 ◇ △

何 (千円)

効 ◆ ◎

誰 ◇ ◎

何 (千円)

007-14

病児保育
事業

保護者が仕事な
どの事情で、病気
や病気回復期に
ある子どもの保
育が困難な場
合、一時的に預
かる事業の実施

保護者が仕事等の事情により、
病気や病気回復期にある子ども
の保育が家庭で困難な場合に、
一時的に預かることができる

必要に応じた支援の
実施

007-10

民間認定
こども園運

営事業 民間認定こども
園運営経費の負
担

安心して教育・保育の提供を受
けることができる

市内18施設、市外９
施設への補助

民間認定こども園を利用する児
童

事業運営に応じた負担
金・補助金等の申請額
に対する交付額(100％）

007-11

007-12

使用済み
紙おむつ
回収処分
支援事業

民間認定こども
園での使用済み
紙おむつ回収処
分に係る経費を
補助

安心して教育・保育の提供を受
けることができる

市内18施設への補助

　病児保育施設２施設、病
児病後児保育施設２施設
に事業を委託し、病気や病
気回復期にある子どもの保
育を行い、保護者の子育て
と就労の両立を支援した。
ただし、一部施設で人材不
足による休室があったこと
から、利用者数が大きく
減ったことから「△」とした。
　今後も継続して事業を実
施していく。
【利用者数】
（R5）931人→（R6）499人

病気や病気回復期にある子ども
の保育が困難な保護者

利用者数

保育こども
園課

保護者の子育てと就労の両立が
できる

35,286 現状維持

保育こども
園課

事業者の安定した園運営への支
援により、教育・保育環境の向上
を図る

2,904,096 現状維持

　民間認定こども園に対し、
施設型給付費を支払うとと
もに、事業運営に応じた補
助金等を交付し、利用児童
に対し適正な保育環境を提
供しながら継続的な保育を
行うことができた。
　今後も継続して支援を行
う。
　申請額＝交付額
（100％）

保育体制
強化事業 民間認定こども

園での保育支援
者の配置に対す
る補助

安心して教育・保育の提供を受
けることができる

市内14施設への補助
　民間認定こども園に対し
事業運営に応じた補助金
等を交付し、利用児童に対
し適正な保育環境を提供し
ながら継続的な保育を行う
ことができた。
　今後も継続して支援を行
う。
　申請額＝交付額
（100％）

民間認定こども園を利用する児
童

事業運営に応じた補
助金等の申請額に対
する交付額(100％）

保育こども
園課

事業者の安定した園運営への支
援により、教育・保育環境の向上
を図る

14,471 現状維持

007-15

げいのうわ
んぱーく管
理運営事

業

芸濃総合支所敷
地内に整備した
「げいのうわん
ぱーく」の管理・
運営

気軽に立ち寄り、心身をリフレッ
シュし遊びながら仲間づくりがで
きる

親子でつどい、交流
できる場、こどもの遊
び場の提供

市内外の子育て中の親子・家族 年間利用者３万人

こども家庭
センター

親子が安心して過ごせる居場所
ができる

15,122 現状維持

　昨年度より更に利用者数
が増え、32,943人の利用と
なり目標を達成でき、親子
が安心して過ごせる居場所
を提供できた。引き続き利
用者に満足度と安心感を
提供できるよう努める。

　民間認定こども園に対し
事業運営に応じた補助金
等を交付し、利用児童に対
し適正な保育環境を提供し
ながら継続的な保育を行う
ことができた。
　今後も継続して支援を行
う。
　申請額＝交付額
（100％）

民間認定こども園を利用する児
童

事業運営に応じた補
助金等の申請額に対
する交付額(100％）

保育こども
園課

事業者の安定した園運営への支
援により、教育・保育環境の向上
を図る

2,447 現状維持

007-13

保育士・幼
稚園教諭
等就労開
始応援事

業
民間認定こども
園で就労を開始
した保育士等に
対する支援

安心して教育・保育の提供を受
けることができる

市内16施設、38人へ
の補助

　民間認定こども園で就労
を開始した保育士等に対し
支援金を交付し、利用児童
に対し適正な保育環境を提
供しながら継続的な保育を
行うことができた。
　今後も継続して支援を行
う。
　申請額＝交付額
（100％）

民間認定こども園を利用する児
童

支援金の申請額に対
する交付額(100％）

保育こども
園課

事業者の安定した園運営への支
援により、教育・保育環境の向上
を図る

3,800 現状維持
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施策の内容評価シート(令和６年度分)

効 ◆ ◎

誰 ◇ ◎

何 (千円)

効 ◆ ◎

誰 ◇ ◎

何 (千円)

効 ◆ ◎

誰 ◇ ◎

何 (千円)

※実施評価（計画どおり実施したか）…◎=計画を達成（100％以上） ○=概ね計画どおり（80％以上～100％未満） △=計画を下回った（50％以上～80％未満） ×=計画を大きく下回った（50％未満）

※事業評価（効果があったか）…◎=大いに効果が認められる ○=ある程度の効果が認められる △=あまり効果がなかった/事業完了前につき効果の発現に至っていない ×=効果を測定できない

※今後の方向性…（さらなる）拡充・充実、現状維持、見直し、廃止、完了

※総合評価は、主な事業の実施状況（実施評価）、事業対象者への効果（事業評価）の評価をポイント化したものをベースに自動的に判定しています。

※今後の方向性は、施策の内容の総合評価および主な事業の今後の方向性をベースに自動的に判定しています。

※計画期間である平成30年度（2018年度）から令和9年度（2027年度）の本施策の内容に関する推移を示します。

007-16

たるみ子
育て交流
館管理運
営事業

子育て支援拠点
施設として整備し
た「たるみ子育て
交流館」の管理・
運営

幅広い世代が集い、地域全体で
の子育て及びその支援ができる

親子でつどい、交流
できる場、こどもの遊
び場の提供 　24,096人の利用となり、親

子が安心して過ごせる居場
所を提供できた。引き続き
利用者に満足度と安心感
を提供できるよう努める。

市内外の子育て中の親子・家
族、地域で子育て支援に関わる
人

年間利用者２万人

こども家庭
センター

子育てへの関わりを当事者だけ
でなく地域全体に広げることがで
きる

12,464 現状維持

　子ども一人ひとりに応じた
療育を行うとともに、教具や
遊びに工夫を加え、さらに
保護者支援を手厚く行うこ
とで、児童発達支援の充実
を図ることができた。また、
児童発達支援に携わる市
内の公立・私立保育所・幼
稚園・こども園や民間事業
所職員を対象に研修会を
実施したことで、地域の障
がい児支援の質の向上に
つなげることができた。
　保護者による事業所評価
において、センターの支援
に満足しているとの回答が
約95％あった。

007-18

子ども・子
育て支援
事業計

画策定事
業

津市こども計画
（津市子ども・子
育て支援事業計
画等）の策定

こども・子育てに関する施策の計
画的な推進とこどもまんなか社
会の実現

第３期津市子ども・子
育て支援事業計画等
を包含した津市こども
計画の策定

　当初計画通り、こども基
本法に基づき、「こども大
綱」を勘案するとともに、第
3期津市子ども・子育て支
援事業計画等を包含したこ
ども計画の策定を令和6年
度中に完了したことから実
施評価、事業評価ともに
「◎」とした。

こども・若者、子育て当事者
目標：業務（計画策
定）の達成度が100%

こども政策
課

こども施策を推進するために必
要な事項や基本的な施策の方向
性を示す

2,426 完了

007-17

児童発達
支援セン
ター「つぅ
ぽっぽ」管
理運営事

業 児童発達支援セ
ンター「つぅぽっ
ぽ」の管理・運営

発達に心配のある子どもへの早
期支援

早期支援のための療
育の充実

発達に心配のある未就学児
保護者の事業所満足
度80％以上

こども家庭
センター

個に応じた発達支援を行う 43,087 現状維持

３　「施策の内容」の総合評価 ４　今後の方向性

実施評価・
事業評価を
根拠とした
「施策の内

容」
の総合評価

区分 選択区分

今後の施策の
内容の方向性

区分 選択区分

A　80点以上
B　60点以上80点未満
C　40点以上60点未満
D　20点以上40点未満
E　20点未満

A

①　効果的な事業構成であるた
め、方向性を維持
②　概ね効果的な事業構成である
が、一部見直し等の余地がある
③　あまり効果的な事業構成では
ないため、見直しの余地が大きい
④　事業構成に問題があるため、
抜本的な見直し等が必要

①

計画期間における達成状況
年度 平成30年度 令和元年度 令和2年度 令和3年度 令和4年度 令和5年度 令和6年度 令和7年度 令和8年度 令和9年度

今後の
方向性 ① ① ① ① ① ① ①

A A総合評価 A A A B A
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01

01

02

008

効 ◆
実施
評価

誰 ◇
事業
評価

何 (千円)

効 ◆ ◎

誰 ◇ ◎

何 (千円)

効 ◆ ◎

誰 ◇ ◎

何 (千円)

効 ◆ ◎

誰 ◇ ◎

何 (千円)3,932,935 拡充・充実

　手続き上の不備による却
下はなく、支給要件を満た
す者に対し滞りなく手当の
支給を行うことができた。令
和６年10月からの手当制度
拡充について適切に対応
できた。

008-3

児童手当
給付事業

国内に住所を有
する中学校修了
まで（令和6年10
月より高校生年
代まで）の児童養
育者への手当の
給付

児童手当を支給することにより、
家庭等における生活の安定や、
児童の健やかな成長に寄与する

子育て世帯に対する
経済的支援の実施

中学校修了までの児童養育者
令和６年10月以降は高校生年代
までの児童養育者

申請件数に占める手
続き上の不備による
却下件数割合

こども政策
課

子育て世帯に対し、経済的支援
を行う

　窓口・巡回相談など、発
達に関する相談延べ件数
は1,295件で全ての相談に
対して支援を実施した。昨
年度より件数は増加してい
るが、必要な人への対応は
できている。引き続き専門
職等による対象児や保護
者への丁寧な対応・支援を
行っていく。

発達に課題のある子どもとその
保護者

相談に対する支援の
実施率100％

こども家庭
センター

集団生活や家庭における困り感
が軽減とされる
保護者の不安が軽減される

8,126 現状維持

安心して子育てできる環境の整
備を行い、子育て支援を充実さ
せる

61,612 現状維持

008-2

発達支援
事業

専門職等による
窓口・巡回相談、
療育事業の実
施、成長過程に
応じた発達障が
い児、保護者に
対する途切れの
ない支援の実施

発達に関する途切れない支援の
実施

相談窓口の充実や体
制の整備

008-1

子育ち支
援事業

子育ち支援事
業、子育て広場
支援、子どもの預
かり事業、児童虐
待防止の実施

こどもの預かりや訪問支援の実
施より、子育て環境を充実させる
ことで、児童虐待の防止を図る

安心して子育てでき
る体制の整備

　こどもの預かりや訪問支
援の希望を受けて、利用の
調整を行い、ショートステイ
延べ327日、訪問支援延べ
227件の利用があり、昨年
度より件数は増加してお
り、家庭状況に応じた支援
を行うことができた。今後も
安心して子育てできる環境
整備のため事業を継続して
いく。

児童及びその保護者 利用件数

こども家庭
センター

事業の
振り返りとこれから

（実施評価、事業評価、
今後の方向性を選んだ理由）

事業の実施により
直接的に表れる効果

当初の
事業実施計画

誰のための事業か 事業評価の主な視点

担当課 何のための事業か 決算額
今後の
方向性

担当部局 健康福祉部

施策の内容
（第２次基本計画）

※目指す方向性・各
事業の実施により期

待される効果

安心して子育てができるよう関係機関とのネットワークを充実し、妊娠期から子育
て期にわたるまで切れ目なく総合的に支援します。

２　「施策の内容」に係る主な事業の評価（事務事業評価）

番
号

事業名
事業の内容

事業の目的 事業の評価

施策 子育て支援の充実 本冊ページ 44

関連個別計画 第２期津市子ども・子育て支援事業計画（令和２年度～令和６年度）

施策の内容評価シート(令和６年度分)
１　計画における位置付け

政
策
体
系

総
合
計
画

目標 子どもたちの未来が輝くまちづくり

基本政策 安心して子どもを生み育てられる環境の充実 管理コード 010102008
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施策の内容評価シート(令和６年度分)

効 ◆ ◎

誰 ◇ ◎

何 (千円)

効 ◆ ◎

誰 ◇ ◎

何 (千円)

効 ◆ ◎

誰 ◇ ◎

何 (千円)

※実施評価（計画どおり実施したか）…◎=計画を達成（100％以上） ○=概ね計画どおり（80％以上～100％未満） △=計画を下回った（50％以上～80％未満） ×=計画を大きく下回った（50％未満）

※事業評価（効果があったか）…◎=大いに効果が認められる ○=ある程度の効果が認められる △=あまり効果がなかった/事業完了前につき効果の発現に至っていない ×=効果を測定できない

※今後の方向性…（さらなる）拡充・充実、現状維持、見直し、廃止、完了

※総合評価は、主な事業の実施状況（実施評価）、事業対象者への効果（事業評価）の評価をポイント化したものをベースに自動的に判定しています。

※今後の方向性は、施策の内容の総合評価および主な事業の今後の方向性をベースに自動的に判定しています。

※計画期間である平成30年度（2018年度）から令和9年度（2027年度）の本施策の内容に関する推移を示します。

今後の
方向性 ① ① ① ① ① ① ①

A A総合評価 A A

計画期間における達成状況
年度 平成30年度 令和元年度 令和2年度 令和3年度

A B A

令和4年度 令和5年度 令和6年度 令和7年度 令和8年度 令和9年度

３　「施策の内容」の総合評価 ４　今後の方向性

実施評価・
事業評価を
根拠とした
「施策の内

容」
の総合評価

区分 選択区分

今後の施策の
内容の方向性

区分 選択区分

A　80点以上
B　60点以上80点未満
C　40点以上60点未満
D　20点以上40点未満
E　20点未満

A

①　効果的な事業構成であるた
め、方向性を維持
②　概ね効果的な事業構成である
が、一部見直し等の余地がある
③　あまり効果的な事業構成では
ないため、見直しの余地が大きい
④　事業構成に問題があるため、
抜本的な見直し等が必要

①

　伴走型相談支援について、
出産応援給付金の支給要件と
なる１回目の面談は1,555人、
２回目の面談は483人、子育て
応援給付金の支給要件となる
３回目の面談は1,495人に実施
した。安心して出産・子育てが
できるよう妊娠期から出産・子
育て期を通して相談に応じ、
様々なニーズに即した支援に
繋げた。
　出産・子育て応援給付金は
2,954人分の支給を行った。令
和６年度出産応援給付金は２
件、子育て応援給付金は４件、
申請期限後の申請等の理由
による却下があったものの、十
分な支援を実施できた。
　令和７年４月からは伴走型相
談支援は妊婦等包括支援事
業、出産・子育て応援給付金
は妊婦のための支援給付とな
るため、それに向けての準備
を適切に行った。

妊娠や出生の届出を行った妊
婦・子育て世帯

伴走型相談支援の実
施件数及び申請件数
に占める手続き上の
不備による却下件数
割合

こども政策
課・健康づ

くり課

妊婦・子育て世帯に対し伴走型
相談支援と経済的支援を一体的
に行う

187,625 拡充・充実

1,147,661 現状維持

　大いに効果が認められ
る。
　令和６年９月からは、子ど
も医療費、妊産婦医療費の
受給資格に係る所得制限
を撤廃し、窓口無料の拡充
を実施した。引き続き効果
的な事業となるよう進めて
いく。

008-6

出産・子育
て応援事

業 全ての妊婦・子育
て世帯が安心し
て出産・子育てで
きるよう、伴走型
相談支援及び出
産・子育て応援給
付金の支給を行
う

伴走型相談支援及び出産・子育
て応援給付金の支給

妊婦・子育て世帯に
対する伴走型相談支
援と経済的支援の実
施

008-5

医療費助
成事業 妊産婦、子ども、

一人親家庭等に
対する医療費の
助成

保健の向上と福祉の増進につな
がる

助成を希望する全員
への助成

妊産婦、子ども、一人親家庭等
請求、申請に基づく
適正な給付実施
100％

保険医療
助成課

経済的負担の軽減

　手続き上の不備による却
下はなく、ひとり親家庭等
の生活の安定と自立に寄
与することができた。令和６
年11月分からの、全部支給
及び一部支給の所得制限
限度額が引き上げられる等
の制度拡充について適切
に対応した。

父母の離婚などにより父又は母
と生計を同じくしていない児童を
養育している家庭

申請件数に占める手
続き上の不備による
却下件数割合

こども政策
課

ひとり親の子育て世帯に対し、経
済的支援を行う

891,771 拡充・充実

008-4

児童扶養
手当給付

事業 ひとり親家庭の
児童養育者への
手当の給付

児童扶養手当を支給することにより、
ひとり親家庭の児童が育成される家
庭の生活の安定と自立の促進に寄
与する

ひとり親家庭に対す
る経済的支援の実施
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